
大綱参考資料
泰考

　　　　　　　　宇宙開発政策大綱の改訂について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和59年2月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　研究調整局

1．・改訂の経緯

て1）宇宙開発政策大綱1ま，我が国の宇宙開発に関する長期的な指針及び開発

　　プログラムの基本を定めている。

（2）現行大綱は，昭和53年3月宇宙開発委員会が決定し，同年3月の閣議に

　報告されている。

（3）現行大綱策定後5年余を経過し，

　①　我が国の宇宙開発が本格的な実用衛星利用時代に入ろうとしており，

　　衛星の大容量化・高性能化が要求され，また，これらを自在に製作，打

　　上げ，利用し得るよう自主技術の確立が強く求められていること。

　②　我が国の宇宙開発技術が大幅た進歩したこと。

　③　世界的にも米国めスペース羽ヤトルの運行開始，宇宙基地計画の検：討

　　　開始，欧州におけるアリアンロケットの打上げ成功等新しい状況の展開

　　　がみられること。

　を受けて，宇宙開発委員会は，長期ビジョン特別部会を設けて審議を行い，

　昭和58年7月，報告書「我が国の宇宙開発に関する長期ビジョン」をとり

　まとめた。

（4）　これを踏まえて，宇宙開発委員会において現行大綱の改訂作業を進め，

　2月に宇宙開発委員会で決定のうえ．閣議報告を行う予定であるよ

耀

2　改訂の概要了　　　」　　　　　．

（1）改訂に当っての考え方

　　　長期ビジョンに示されたところに従い，自主技術の早期確立を目指すと

　　ともに，より現実的な実現可能性も念頭に置いたものとする。

②　開発政策の基本的考え方

　①自主性の確保

　　　　　　　　　　　　　　　一　1一



、

②　社会的必要性及び国力との調和

③　国際協力の推進

を基本とする考え方は変えない。新たに，「技術開発と利用の調和」を明記

する。

（3）衛星開発

　①　通信，放送，気象，陸域・海域観測等の実用衛星の開発及び科学衛星

　　の開発を継続的に推進する。

　②　衛星の大容量化の需要に対処するため，衛星の大型化・軽量化。ミッ

　　ション機器の小型化・高性能化を図る。

　③　宇宙開発活動の効率化を促進するため，技術試験衛星等により人工衛

　　’星系共通技術を系統的に開発するとともに，移動体通信技術衛星シリー

　　ズ等を整理統合する。

，④スペースプラットフォーム開発国産衛星1ごよる材料実験・ライフサ

　　イェンス実験，．有人宇宙実験等の実施を整理し，これらをスペースシャ

　　トル利用等による国際協力によって効率的に推進することとする。

　⑤　なお，実利用分野の衛星打上げ数は．今後15年程度の間に約50個と想

　　定している。

（4）　ロケットの開発

　①　技術の進展及び実直衛＝星打上げ需要に対応して．1990年代における実

　　用ロケットとして，2トン級静止衛星打上げ能力を有する大型ロケット

　　（H一皿ロケット）を開発する。．（現行大綱においては，H－1ロケット

　　の後継機として800kg級静止衛星打上げ用H－Ibロケットの開発を経

　　て，H一丑ロケットの開発を検肘することとなっているが，．Hrlbロケ

　　ットは削除する。）

　②　大型ロケット（H一皿ロケット）は，全段国産技術での開発を基本方

　　針に，デザインオーソリティの確立に努めるとともに，必要に応じ商業

　　ベースで国外の部品購入を行うこととする。

　③1トン級静止衛星の打上げ需票に対しては・大型ロケット（H一皿，ロ

　　　　　　　　　　　　　　　一　2一



　ケット）による複数衛星の打上げ等によって対応する。

（5）国際協力の推進

　　スペースシャトルを利用した宇宙材料実験等を進めるとともに，米国の

　宇宙基地計画について我が国としても可能な限り，積極的に参加していく

　こととし，そのための検討を進める。

（6）その他

　　将来の多様な宇宙活動に備え，新たに宇宙空間における人工衛星の自動

　組立て技術等の研究を行う。
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（参考1）

昭和53年3月

昭和57年9月

昭和58年7月

　同　　上’

昭和59年

　　2月17日

　　2月23日

　　2月28日

大綱改訂の経過

「宇宙開発政策大綱」委員会決定，閣議報告

長期ビジョン特別部会設置

俄が国の宇宙開発に関する長期ビジ、ヲン」とりま●

とめ

委員会において上記ビジョンに沿って「宇宙開発政

策大綱」の改訂を行うこととされた

宇宙開発委員会参与会

宇宙曲発委員会（改訂決定・総理へ意見具申）

閣議報告



（参考2）　　　　　　　　　　宇宙開発政策大綱新旧比較表

現　　大　　綱　　　　　　　　　　　　改　訂大　綱

基
本
方
針

欝灘及び国力との調和一糸日〕技術開発と利用の副一

国際的活動との調和

講露里戦リーズ→〔削除〕真通
’
信
の
分
野

放送衛星シリ』ズ　　　　　　　　　　　　　　≒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くﾚ動体通信・航行衛星シリーーズ　　　　　　　　1置
r

摩
脚
●

天文科学地球周辺科学翻鯉シリーズ　≒、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くC域・陸域観測衛星シリーズ　　　　　　　　　　1
観
測
の
分
野

電磁圏・個体地球観測衛星ジリーズ　　　　　　（・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くノ
C象衛星シリーズ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1，
C域・陸域技術試験衛星一一一一一〉〔削除〕　　一f　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I

今
後
十
五
年
間
に
実
施
す
べ
き
シ
リ
董
ズ

宇
宙
実
験

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：ｼ撃糊実験シリーズ　　旛重瀧箋雲高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「

〔追加〕理工学実験　　　　　　1

衛星基心術（技術試験衛星），　　　　1衛
星
系
共
通
技
術

スペースプラットフォームー一一一→・〔削除〕

Vャトル搭載実験機

有人サポート技術　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘
〔追加〕衛星バスの大型化，衛星のクラ

スタ化，自動組立等　　　　　　　　　　　　｝

Mロケット

N系ロケット

輸
送
系
共
通
技
術

H－1●ロケットて550’kg）’●
，
鴨

H－1ロケット（800kg）　　　〔削除〕
g一皿・ロケット（2t）　　　　　〔追加〕

宇宙パイロット工場

木星型惑星探査、

理学実験シリーズ　　　　　　　　　　〔理工学宇宙実験室〕

検今

｢後

ﾞ
去
麺
H一皿ロケットー一一〔削除〕

L人宇宙船
有人軌道間輸送機

国際プロジェクトへの参加　二
嚶ﾛ
ﾍ 〔追加〕米国宇宙基地計画参加への対応
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（参考3） 長期ビジョン特別部会報告「我が国の宇宙開発に関する長期ドジョン」より抜粋
注表中の衛星重量は目安である。

分　　　野 1980年代前半 1980年代後半 1990年代前半 1990年代後半

（1）通信の分野

固定通信’ 離島通信・ 災害時通信・臨時通信
： 同報通信・統合デジタル通信等の新しい通信

　　　L。一。，
ﾊ信衛星2号

一　層　　，　一　●　●　噂　一　●　一　〇　・　騨。

@　　　　　　　通信衛星3号 マルチビーム通信実験 マルチビーム通信

’

静止衛星2機i重量約350㎏ 旧離） 実験用通信衛星

i静止衛星1機重量約550㎏）　　（

通信衛星4号

謫ﾅ難2機）

θ

　
　
　
1
，
．
“

放　　送， 難　　視　　聴　　の 解　　消　　等

o 放送衛星2号 新しい放送（高精細度テレビジョン放送、 高品質音声放送、静止画放送等）

1 （静止衛星2機重量約350㎏） 放送衛星3号

ﾃ止衛星2機i重量約55α㎏・）
放送衛星4号

i叢毒難2機）　　　　　　・

鴨

、

● ●
凶　　　　　　　　　　o

・　　　　　　　　　」



一
刈
一

‘
■

分　　　　野 19、80年代前半 1980年代後半 1990年代前半 1990年代後半

移動体通信

移動体通信衛星

i静止衛星1機重量約550kg）

移動体通信衛星2号の儲讐欝）

移動体

ﾊ信実験

ll位実験及び航行援助の

@　　　　　　試験的実施

有

　　技術試験衛星V型

ﾗ雛1鑑）

C

・航行援助衛星

i静止衛星2機重量約550kg）

航行援助衛星2

i静止衛星2機重量約1トン〉　　　　，

衛星間通信実験　　　　　衛星間通信

データ中継・

@追跡管制実験衛星．』

rﾄ）

データ中継・追跡管」衛
E　　　　．

i静止衛星2機重量豹1トン）

； 国　　　．際．　　シ・　　ス　　　テ　　，ム　　　の　　　活　　　用

，



c◎

分　　　　野 L980年代前半 1980年代後半 …1990年代前半 1990年代後半

中　小　型　衛　星　を　活　用　し　た　観　測
（試験衛星を含む科学衛星の年　　　　　　　剣 機程度の打上げ）

大型衛星を活用した観測

②　観測の分野

@　　天文、地球周辺

@　　及び地球の科学

@　　観測

@　　海域・陸域観測

（必要に応じ大型衛星打上げ

スづ▽ス・、蓼ヤ．トル、スベーろラブを利用する観測

米国宇宙基地計画への参加

周回衛星による

C域観測実験 周回衛星による海域観測

海洋観測衛星2号海洋観測衛星3号海洋観測衛星4号　海洋観測衛星5号

i瓢需）囎雛1働囎蟹婆）儂鑑勤

周回衛星による

､域観測実験
周回衛星による陸域観測

海洋観測衛星1号
i周回衛星1機重量約750kg）

@　　　　　　　　η

@　　　　　　　　　　　　、

地球資源衛星1号
i周回衛星1機重量約L4トン）

地球資源衛星2号　地球資源衛星3号

i周回衛星2機重量約2トン）（羅鶏謄）

静止衛星による
n球観測実験

静止衛星による海域・陸域の常時観測

静止地球観測衛星1号
i静止衛星1機重量約550kg）

一
　
（

静止地球観測衛星2号

ﾖ鵠午滲）

静止地球観測

@　衛星3号
ﾃ止衛星1i重量約1トン

新しい技術

ﾌ開発
大型観測技術衛星

蕪?@）
国　際　協　力‘に　よ　る　観　測　の　高　頻度　化

●
’



1
㊤
i

分　　　　野

　電磁圃及び固体

　地球の観測

気象観測

●

1980年代前半、

（電磁環境観測）

（測　　地）

測地網の規正

測地実験機能部

国　　際

　　　　　雲分布、

静止気象衛星3号

（静止衛星1機重量約350kg）

　　　　　画　　　　　　　　・

0年代後半 1990年代前半 1990年代後半

電磁環境観測衛星

ﾃ止衛星1機

d量350～550kg

ﾈカ、二二環境

ﾏ測機器を、適

魔ﾈ技術試験衛

ｯに搭載するこ

ﾆも考えられる。

及び i周回衛星1機重量約300kg）

系との結合、

?_の確立、

K正

新しい6石地

i地震予知、

d力観測）

ケ7ト（2段式）

@能部

ﾊ約700kg）

将来型測地衛星

シ　　ス　　テ　　ム　　の　　活　　用

海面温度分布の観測

観測項目の増加と高精度化
静止気象衛星4号　　　　　静止気象衛星5号

i畿鷺）　（静止衛星1機）
高能率

@観測実験

高　能　串

@　勧　　　測

嚇

重量400～500kg　　　　　実験用静止　　静止気象衛星6号

気象衛星　　　　静止衛星1機

d量約1トン

（一指繍1トン）

一



一
〇

分　　　野 1980年代前半 1980年代後半 1990年代前半 1990年代後半

ハレー彗星

ﾌ観測 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，K要に応’じ中小型衛星で、あるいは大型科学衛星計画の一環若しくは国際協力と　　　　　　　　　　　　　　，

して実施

第10号科学衛星　　　　　　．、．

ｨ垂1機）
■　　　・

マ

小型ロケット、科学衛星等　　　　　　　　　　　　　「必要に応じて小型ロケッ　ト、　科学衛星等による基礎実験による基礎笑験、　　　．

　　月及び惑星の探査

求@宇宙実験等の分野

i4）ロケット

L

　材料実験、ラ

@イフサイエン
@ス実験、理工
C学実験の実施

謌齊沚ﾞ料実験　　　　　．■

　　　　　　　　　　　　　　　　二二

@　　　　　　　　　　　　第二次材料実験

iスペース・シャトルを利用）（スペース・シャトルを利用）（スペース・シャトルを利用）

　同　左

謗O次材料実験

：憲誌鵡回し各種実験　宇宙工場

（スペース・シャトルの利用または米国宇宙基地計画への参加）

’Mロケットによる中小型科学衛星の打上げ

N一皿ロケットによる
ﾀ利用衛星の打上げ

H－1ロケットによる実利用　　　　2トン級大型ロケットによる実利用衛星の打上げ
q星の打上げ （必要に応じて複数打上げまたは大型ロケット派生型の打上げを行う）

（必要に応じ大型科学衛星打上げ）　　　　　．

■

’o
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分　　　野 1980年代前半 1980年代後半 1990年代前半 1990年代後半
（5） 衛星共通技術

．

550㎏級静止衛星パスの開発 大型バスの開発及び改良　　　　　　一

各種の技術開発のための実験を併せて行う
技術試験衛星V型

i静止衛星1機重量約550㎏）

技術試験衛星W型

i静止衛星1機重量約2トン）

（必要が生iじる都度、技術試験衛星打上げ）

中高度三軸パスの開発（海域・陸域観測衛星の開発を通じて技術開発を進める ）

ノ｛ス・ ミ㌧シ・ン機器の軽量化、高性能化、 高信頼度化等（各種の衛星開発を通じて技術開発を進める）

（6） 宇宙ステーシ。ン等
衛星クラスター、

O道間輸送機、
当面、衛星クラスター、

@　　　　　（　憎憎　　地計画への
大型構造物の組立てに関する基盤技術の開発
@　　　　　　加を通じて　また　　が国独 の活動により開発）

宇宙ステーシ・
涛剔蛹^構造

て て の利用
技ノの　発 ．の⊆重

（7）

有人サポート技術

自周回衛星1機

i重量約1トン

衛星　　　　　　　組立衛

@　　　　　　二二1讐）

当面、基盤技術の開発（スペース セ． シぞトルまたは米国宇宙基地計画への参加による宇宙実験の実施を通じて開発）
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